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モデルに代表される 組織的知識創造理論」 及 

北陸先端科学技術大学院大学においてほ、 平成 1 びこれを基盤とする テ レッジ。 マネジメント ( 

銭 プロバラム「知識科学に 技術マネジメント ( 論及び実践研究を 進 

践 」を遂行中であ る。 本 めてきた。 本 C プロバラムにおいて 泣この組織的 

プロバラムにおいてほ、 本学が平成 Ⅰ 止 論を大学等の 研究組織に適用し、 大学等 

究を進めてきた 組織的知識創造理論を。 大学等の アカデミズムにおける 知識創造。 知識共有のモデル 

研究組織に適用し。 大学等アカデミズムにおける 知 を新たに 察 することを目指した。 本 プロバラムに 

識 創造。 知識共有のモデルを 新たに構築することを おいて眩この 試みを先に記したよう @ こ と命名 

目指した。 時平成 17 年にほ。 この試みを した。 このような考え 方の下で専門分野を 超えた、 

と 命名し。 文 融合研究体制 " 研究支援システム。 ツールの 開 

こおいて報 発、 マネ。 ジメント能力に 秀でた若手研究者の 育成 ( 知 

グラムに対して のコーディネータ " クぴヱ 一夕 ) 等の試みを 推 

よる中間評価 力 ま た。 昨年の本学会第 回 年次学術大会においては " 

実施された。 その結果、 本プロバラムの 後半を。 イ そこまでの 取 り組みの概要を 報告した。 

/ ベーションを 創出ずる人材育成に 重点を置くよう 

指導を受けた。 我々は。 この指導を受けて、 C 

ロ グラムを産業界や 大学でイノベーションを 創出す 概念について 再度簡略に説明 

る 上で重要な役割を 果たすと考えられるコーディ 卑 しておく " 本学が東京八重洲キャンパス ( 平成 

一 ト人材育成のための 教育プロバラム 開発と、 そか "  度 内に田町キャンパスに 統合 ) で実施してきた 

を 支援する教育システム、 教材開発のための 分野 横 コースでは企業の 中堅技術者に 対して 々 ノ ベーショ 

断 研究 cD 強化に重点を 置くこととした。 本報告でほ 、 ン論 " ぽ - ドマッ ピンバ 論 、 リーダシップ 論等の講 

以上の実践の 現状と展望を 報告する。 義を実施しているが。 技術マネジメントに 関する 各 

白の課題を議論する「経験的知識の 交流錫」 として 

多くの学生を 惹きつけている。 本 C 

本学においては。 平成 & 年 以来、 企業の研究開発 おいてほこうした 経験の蓄積に 踏まえて以下の 取り 

部門等における 知識創造。 知識共有の現象形態にっ             

いて理論化を 行った本学知識科学研究科初代研究科 0 

長の野中郁次郎教授 ( 現 一橋大学教授 ) らによる 

に 据えた。 これは 
け 、 林俊哉中森 義輝 立願剛志「学術研究を 支援する 方 

での試み - 北陸先端科学技術大学院 若手研究者に 対して。 技術マネジメント 理論と特 

ログラムにおける 事例」研究。 技 定の科学技術に 精通させることを 目的とした。       
次 学術大会，政策研究大学院大 えば、 「技術マネジメントを 理解し、 燃料電池の研 

学 ( 東京都港区 ) 田簾年工 
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究 開発に精通した 人材」。 「知識。 技術マネジメン 

論を習得し、 情報システム 技術の現状と 可能 

率した人材」等の 育成を目指した。 同 

己の研究をマネジメント 

ならないこと、 そのための具体的手順、 終了時に作 

られる拠点についてのかなり 具体的な姿など。 改善 

策を提示する 必要があ る。 」二点目として「人材育成 

に 関してほ自由な 活動を許す環境のもと。 優秀な 

する方法論を 大学院生に提供するものであ った。 が 育成されっ っ あ るとみてよ い " ただし イ / ベ一 

0 社会経験のない 大学院生に対しても 本学内に設置 

た 「統合科学技術コース」において 組織的 知 

造を コーデイ孝一 ト するために必要な 知識。 

スキルを修得した 人材育成を推し 

長期的な観点で 大学院生の段階か 

育を施し、 将来の中核的 人材を育成する 準 

ションを中核とする 教育の目標を 具 

本 プロバラムが 目指す人材育成の 方向づけを誤らぬ 

よう 十分なケアを 払 う 必要があ る。 」が示された。 こ 

評価結果は我みにとって 極めて厳しい 

ものとなった。 我 花は何よりも 先ずこうした 評価 緒 

に 受け止め。 本 C E プロバラムの 

備 として位置付けたものであ る。 このような人材 築 に着手したのであ る。 

は " これまで長期間の 業 経験によって 育成され 

てきた。 若くして実験的な 実 

を施すことにより。 経験による育成期間の 短縮を 

図れる可能性があ る。 これは社会的に 大きな意義 

があ ると我々は考えたのであ る。 

要約すると。 こ まで企業の研究開発場面で 活用 

ずの手法を大学の 

教育支援に応用することを 我 みは目指したのであ る。 

以上 (D 平成 蝸 年秋から平成㍑ 年春までの 1 年半 

の取り組みに 対する、 日本学術振興会 

プロバラム委員会 ( 江崎玲於奈委員長 ) の中間評価 

ほ 極めて厳しいものであ った。 中間評価結果の 指摘 

を引用すると、 総括評価として「このままでは 当初 

目的を達成することほ 難しいと思われるので、 助言 

等に留意し、 当初計画の適切なる 変更が必要と 判断 

る。 」 と指摘された。 

コメントとしては、 一点目として。 「 本 プロバラム 

で基本理念とされる " 知識科挙とはそもそも 何か。 そ 

の意図するところば 何かが、 理念においても 具体的 

に明示されていないため。 今後終了時までにいかな 

る拠点が形成されているかについて 明確にする必要 

があ る。 したがって、 当初計画を適切に 変更するこ 

とにより、 早急に拠点形成のためになされなければ 

中間評価コメントに 応えて 我みぼ 以下のように 当 

初 計画を変更した。 

点 構築目標は「分野横断イノベーション 研 

究 教育 拠 ， 庶コ とした。 

本学知識科学研究科は。 知識基盤社会において 発 

生する ( であ ろ 匁諸問 の 発見と解決策に 関する 
究を 。 経営学。 情報学。 数 科学。 システム論等、 

様 方な分野から 推進する世界的な 研究教育拠点を 

指している。 当初計画でほこの 店 

短期間で「いかなる 拠点が形成さ 

ないという指摘を 受けた。 そこで 

術 研究教育と知 マネ 、 ジメント。 技術マネジメント 

研究教育とを 結びつけることにより 「分野横断 イ / 

べ一 ション研究教育拠点 コを 目指すこととした。 COg 

事業終了後は。 全学 組 であ る「科学技術開発戦 

センター」を 研究交流の拠点として 存続させ、 また 

全学横断の「統合科学技術コース」の 充実、 分野 

断 共同研究の推進により。 先端科学技術教育に 加え 

で、 技術経営やべンチャー 起業等を視野に 

代 社会のニーズに 応える「知識基盤社会」を 支える 

人材育成に研究科を 挙げて取り組むことを 誓約した。 

次に。 教育目標の具体化と。 イノベ - ションを中核 

とすべしとのコメントに 対しては以下のように 対応 

することとした。 
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型の産業界における 技術革新のみならず、 社会のあ 

らゆる局面における 実践的課題 ( 知的財産権 を含む 

再生等 キ 2@ こ 応える活動 

であ る。 従来の経営学主体のイノベーション 研究に 

はあ まり見られない、 人文科学。 工学分野の参画を 

得た学際的アプローチをなし ぅ ることが本学の 強み 

であ り独白陸を築き 上げることを 誓約した。 

コ - い ア " イ ネータ つ と「知の タぴヱ一 

最後に育成される 研究人材 像 を明 

プロバラムが 当初から目指した 人材育成目標 

であ る「知のコーディネ 一 」。 「知の クリエ - タ 」 

ほ ついて以下のように 概念を明確化した。 

「知のコーディネ - タ」とは。 社会。 経営系学生 

を 対象としており、 理系。 文系の枠を超えた 幅広い 

知識。 自由な発想、 と総合的判断力、 深 L; 洞察力や シ 

ステム思考の 能力を有し。 そ の 分野における 

イノベーションを 創出できる人材と 定義する。                     

先ずイノベーションを 中核とした教育目標を 以下 

のように明確化した。 

プロバラムが 当初目指したことは、 異分野 

交流に よ る「 知 」の創造モデルであ った。 特に材料 

科学の研究に 知識マネジメント。 技術マネジメント 

を 離合させることを 目指して。 知識科学研究科にお 

ける知識創造の 理論。 モデル、 ツール。 システムを 

からのフィードバックにより 知識科学 

の 研究をさらに 発展させることを 目指してきた。 ま 

断 研究 プは ジェクト。 統合科学技術 コ一 

ス の中で、 コーディネーション 能力を兼ね備えた 若 

。 技術者を育成することを 目指してきた。 

これら ほ 。 徐々に実りつつあ ると実感しているが。 

短期間で目に 見える成果を 挙げるために、 コメント 

に従い。 イノベーションに 関する研究教育を 中心と 

駝 として再編。 強化することとした。 なお 

我々の捉える「イノベーション」は、 シュンペータ 
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すべき基本的な 能力 は 、 ナレッジ。 マネジメント 論 。 

イノベーション 論等の理論を 身に付け。 異なる分野 

とのコミュニケーションができ。 学際研究プロジェ 

クト等をコーディネートする 行動力であ る。 大学院 

修了後は研究。 製品開発マネジメント。 地域再生 で 

ネジメント等、 社会におけるイノベーション 推進事 

業に従事することが 期待さ 

に「知の クリヱ 一夕」とは、 材料。 情報技術系 

学生を対象としており。 新技術の開発。 新しい社会 

、 ンステムのデザイン や 知識 リ 造のメカニズムの 探求 

等に携わる高度な 専門能力や研究能力を 有する人材 

と定義する。 習得すべき基本的能力 は 、 材料技術分 

野あ るいは情報技術分野における 高度な 

力 に加え、 技術マネジメント、 知財マネジメント 等 

の知識。 スキルを習得し。 自らの。 あ るいはチーム 

の研究マネジメントができる 能力であ る。 大学院修 

了 後は研究開発部門の 究 者。 技術者となり。 将来 

は有能な研究管理者すなむち「知のコーディネータ」 

へと キャリア移行していくことが 期待される。 本学 

博士後期課程の 学生から志を 持つ学生を選抜し、 分 

野横断研究プロジェクトにおける 研究開発に参加 t 

せ 、 また、 知識科学研究科の 義 、 統合科学技術 コ 

ースの講義。 あ るいは技術経営コース (0 科目を履修 

させることにより 育成する。 以上であ る。 
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系 。 文系の枠を超えた 幅広い知識、 

由な発想、 と総合的判断力、 深い洞察力やシステム 思 

考の能力を有し、 異なる分野とのコミュニケーショ 

ンを行い。 学際研究プロジェクト 等をコーデイネ 一 

ト する行動力を 備えた人材像を 想定した。 ここで 

となる概念は 研究プロジェクト、 

イネート能力であ る。 我々はここに 着 直した。 我々 

の 認識では シー ぅした コーディネート 能力はこれま 

でも我が国大学において 座 制の枠組みの 中で " 

知的に継承。 育成がなさ 

考えている。 講座制の枠組みの 中で。 教授 鮭 ～助教 

師鮭づ 助手 鮭づボ ス ド ク戸 づ 博士課程院生 

の 階層構造の申で「 

究 者のコーディネ 

一汁能力育成システム たし始めていると 

我々は考えている。 この現象については 実 

制を取らない 新 想 大学院大学として 平成 2 年に発 

足した本学が 正に経験しっ つ ることであ る。 その 

実相については 本 プロバラムにおいても 本学 

マテリアルサイ ヱ 究 室への直接参与 調 

査を通じて明らかにしつつあ る。 我々は。 今後は多 

数の院生を対象として、 研究テーマ探索。 設定。 研 

捗 管理。 研究情報共有化。 宍 

について体系化し ( 前 

あ る ) 。 所定のカリキュラムとして 形成し。 その基で 

大学院生に修得甘しめていく 必要   洩が 土 

のと我々 ほ 予測している。 「知のコーデイ 孝一夕」 教 

中間評価の機軸にはイノベーションを 創発しうる 

研究人材の育成が 主眼に置かれていた。 これには平 

年春にスタートした 第 3 期 科学技術基本計画の 

育は正にこのような 課 に 応えることを 目標として 

再 設定したのであ る。 したがって我々の 

プロバラムにおける 以上の取り組み ほ 大学研究室に 

基本理念 2 や。 米国の『 イ / ベート。 アメリカ』報告 

書などの理念が 反映したものと 我々は認識している。 

前述したようにイノベーションを 創発しうる研究 入 

おける院生や 若手研究者に 対する研究指導、 研究室 

運営に対して 効果的な大学研究者への 研究。 

援 システムとして 広く我が国の 国内大学に汎用化し 

さることが期待されるのであ る。 

2 具体的には同基本計画策五章基本理俳中の 理念 
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